
この小論は、客観的な数字データに基づいて、1956年から2000年までの富山県知事選挙の結果に簡単な考察

を加えることを目的としている。選挙がその時々の政治情勢と深いかかわりを持つことは言うまでもないが、

ここでは政治情勢の問題よりも数字にあらわれた客観的なデータを重視したいと考える。

一般に、都市化が進行すればいわゆる無党派層が増大すると考えられているが、安定した政党支持を示す有

権者と異なり、無党派層は把握が困難である。世論調査などに基づいてその規模や志向性が議論されるが、実

際の選挙の時にはその行動は予測が難しく不安定である。しかし、一般に無党派層が選挙結果に与える影響は

増大しており、無党派層を無視した選挙は考えられなくなっているといってよい。これは必ずしも大都市部だ

けのことではない。ひるがえって、富山県知事選挙を過去から現在まで追ってみると、その多くは基本的に自

民党と共産党との対決の構図が繰り返されてきており、その結果において大きな変化を感じさせない。このこ

とは、富山に強い保守支持の基盤があることを推測させる。やや時論的なことになるが、2000年の選挙では、

ほぼ同じ時期に行われた長野県知事選挙が全国的な注目を集めたのと対照的に、事実上これまでと同じ対決の

構図と結果が繰り返され、保守王国の強さを示したかにみえる。そうであるならばなおさら、まず数字にあら

われた客観的なデータを考察する必要があると思われる。

■候補者一覧

各年の候補者と党派、当落は次の通りである（○印は当選者）。
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富山県知事選挙の考察

The Election of the Prefectural Governor in Toyama

大　川　公　一
OKAWA Kouichi

1956年　吉田実（無所属）○

成田政次（自民党）

1960年　吉田実（無所属）○

内山弘正（共産党）

小田俊与（自由民主農民党）

肥後亨（竹島奪還神風特別攻撃隊）

1964年　吉田実（無所属）○

内山弘正（共産党）

1968年　吉田実（無所属）○

平田貢（共産党）

1969年　中田幸吉（自民党）○

小林謙（無所属）

改井秀雄（社会党）

平田貢（共産党）

1973年　中田幸吉（自民党）○

平田貢（共産党）



■有権者数

まず、有権者数の変化を市郡別にみてみる（表１）。有権者数では、富山市と高岡市が他の市郡と比べて抜

きんでており、顕著な都市化が進んでいることを示している。それに対して、他の市郡では全般的に有権者数

の伸びが緩やかであり、郡のなかでは主に60年代に有権者数が減少しているところもある。婦負郡や西砺波郡

などは50年代には50000人を超えていたが、これらの郡を含め、富山市・高岡市以外の市郡は現在に至るまで

いずれもこの水準に達していない。その結果、富山市、高岡市とそれ以外の市郡との差は、グラフ（グラフ１）

にみられるように常に拡大する傾向にあった。なお、1964年に西砺波郡の有権者数が激減しているのは、小矢

部市ができたことによる。

表２に前回選挙時と比較した有権者数の増加率、表２－２にそれを各年ごとに降順で並べ替えたものを示す。

富山市、高岡市の有権者数の増加、特に60年代の急増があらわれている。特に、1968年には富山市で＋

29.97％、高岡市で＋18.21％という高い増加率を記録している。しかし、その後、両市の増加率は県内全体の

なかで高い地位を占めることがなくなり、特に高岡市については中位レベルにとどまるようになる。

全般的にみると、60年代まではおおむね郡部よりも市部において有権者数の増加率が大きいという傾向があ

る。郡部においては射水郡を除くと、いずれの郡においても1960年代に増加率がマイナスを示すところがある

が、それ以降はほぼ増加傾向に転じている。

しかし、有権者数の増加率にみる市部と郡部との差は70年代から明確なものではなくなり始め、射水郡、上

新川郡、婦負郡などが増加率で上位半数に入ってくるようになり、この傾向は現在まで継続している。特に射

水郡は60年代末から90年代はじめにかけて常に最も高い増加率を記録している。射水郡が高い増加率を示すの

は、ここが富山市と高岡市の間に位置するという地理的条件から流入人口が増えたせいかもしれない。

また、80年代になると市、郡を問わず増加率がかなり低下するところが出始め、なかにはマイナスに転じる

ところも出てきている。このなかで、新湊市はすでに70年代の後半から増加率がマイナスに転じており、注目

される。

■投票率と有権者数の変化

現在までの投票率の変遷を表３と表３－２に示す。表３－２は表３の数値を年別に降順順位で並べ替えたも

のである。

全般的には、砺波市をほとんど唯一の例外として、市部と郡部との間にはある程度はっきりとした違いがあ

ると考えてよいであろう。つまり、郡部は投票率が高く、市部は低い傾向にある。砺波市に関しては、東砺波

郡、西砺波郡とともに、60年代の末から常に投票率で上位を占めるようになり、砺波地方に共通した傾向とし
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和田松次郎（無所属）

1977年　中田幸吉（自民党）○

平田貢（共産党）

1980年　中沖豊（自民党）○

平田貢（共産党）

1984年　中沖豊（自民党）○

平田貢（共産党）

1988年　中沖豊（自民党）○

堀口尚（共産党）

1992年　中沖豊（自民党）○

広瀬信夫（無所属）

1996年　中沖豊（自民党）○

泉野和之（共産党）

2000年　中沖豊（無所属）○

東山ふくじ（無所属）



て定着しているといえる。

富山市・高岡市以外の市は有権者数で郡部と大差がないが、投票率である程度明確な違いが出るのは、都市

化の内容によるのかもしれない。この傾向は90年代に入ってやや崩れつつあるようにもみえるが、基本的には

維持されているといえよう。

最も都市化が進んでいる富山市と高岡市について、有権者数の増加率と投票率とを全般的にみてみると（グ

ラフ２）、特に有意な相関が認められるほどではない。69年は前回の68年の選挙からわずか１年であり、有権

者数の増加率が低くなるのは当然であるが、一方で4名が立候補することによって有権者の関心を惹起し、投

票率が上昇したのではないかと思われる。一見すると負の相関があるようにもみえるが、基本的には個別の事

情によると考えてよいであろう。

なお、有権者の増加率は、富山市においても高岡市においても70年代に入ると急に低下するが、68年と73年

の比較でみると富山市が＋12.51％、高岡市が＋11.35％であり、60年代から70年代への変化の中間的な数値と

なる。

また、60年代の末から有権者数の増加率の相対的な地位が上昇した射水郡、上新川郡、婦負郡についてその

投票率をみると（グラフ３）、たとえば射水郡は1968年まで投票率で常に上位に位置していたが、69年以降は

中位を占めている。しかし、上新川郡や婦負郡については、射水郡についてみられるような傾向はないようで

ある。また、相対的な位置ではなく絶対的な数値でみると、射水郡も含めてこれらふたつの変数の間に明確な

関連は認められない。

■投票率の安定性

投票率がどの程度安定しているかをみるために、市郡別にそれぞれ最高投票率と最低投票率の差をみてみる

と（表４、表４－２、グラフ４）、おおむね、市部で差が大きく、郡部で小さいという傾向がある。市部との

比較で言えば、郡部は投票率が相対的に高くて安定していることになる。市部のなかでは、滑川市と砺波市が

郡部並みの数値を示しているだけである。また、郡部のなかでは、婦負郡と射水郡が市部に混じって比較的大

きな差を示している。

また、各年別の最高投票率と最低投票率の差を比較すると（表５、グラフ５）、吉田知事の後を受けて４名

が立候補した1969年、ダブル選挙となった1996年を除くと、同一候補の当選が続くにしたがって投票率の安定

性が下がる、つまり市郡によるばらつきが大きくなる傾向にあるといえる。ただ、そのなかでも中沖知事の場

合には、他の知事と比較して経年変化が小さいという傾向がある。

56年、69年、96年は投票率でみると相対的に安定しているが、これらの年は同時に県全体の投票率が高い年

でもある。これらの年の最も高い投票率が他の年と比べて特に高いわけではないので、全体に底上げされる結

果である。

■得票率

表６は、これまでの各候補者の相対得票率を市郡別にみたものである。ここでは主に当選者の得票率、共産

党系候補者の得票率をそれぞれひとつにつないでみることにする（表７、表８、表９、表10、グラフ６、グラ

フ７）。

特徴的なことは、当選者の相対得票率と共産党系候補者のそれが、60年代および80年代以降は相反する関係

にあるが、60年代の末から70年代にかけて同じ変化をしていることである(表11、グラフ８)。69年は立候補者

が多く、当選者も共産党系候補者もともに得票率が低下した。73年も３名が立候補したが、当選者も共産党系

候補者も落ち込みが大きかった69年の水準から回復したといえる。77年は候補者が２名であるが、ともに得票

率が向上している。この相関の程度は、富山市で典型的にあらわれている。この時期は、全国的に革新自治体
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が生まれた頃であるが、候補者が限られていても、つまり選択肢が限られていても、有権者の政治意識自体が

変化していたと考えることもできる。

表12から表15、およびグラフ９からグラフ12は、富山市と高岡市における当選者、共産党系候補者のそれぞ

れの相対得票率と絶対得票率の比較である。これによると、富山市においては、当選者の場合、相対得票率の

変動にもかかわらず絶対得票率がかなり安定していることが分かる。この傾向は高岡市よりも富山市の方が強

く、高岡市の場合は絶対得票率の変動の幅が富山市よりも大きい。固定的な安定した保守支持層は富山市の方

が高岡市よりも大きいかもしれない。また、同様のことを共産党系候補者についてみてみると、富山市におい

ても高岡市においても、相対得票率と絶対得票率とは相関的に変化しており、当選者の場合と対照的である。

富山市と高岡市について投票率と共産党系候補者の相対得票率との関係をみると（表16、グラフ13）、投票

率が上がると得票率が低下し、逆に投票率が下がると得票率が上がるという関係がみられる。また、同じく共

産党系候補者の絶対得票率を富山市と高岡市とでみてみると（グラフ14）、投票率の変動と逆の変化をしてい

る面もあり、その点では相対得票率の場合と変化の方向は多少類似している。しかし、その程度はきわめて小

さい。いずれにせよ、投票率の上昇が共産党系候補に特に有利に作用しているようにはみえない。いわゆる多

選などを背景に保守系候補に対する一定の批判票を集めることはあるが、基本的には少ない基礎票に依存して

いるといえよう。

４名が立候補した69年の例でみると（表17、グラフ15）、平田貢の得票率は低迷している。同様に、社会党

系の候補者がいた73年の例でみても（表18、グラフ16）、69年よりは向上しているものの、やはり最も低い水

準にある。また、いずれにおいても、都市部で特に得票率が上がるという傾向も顕著ではない。これは社会党

系の候補者の場合も、同様である。

当選者の場合には、富山市と高岡市でみると、80年代に入って相対得票率は投票率と弱いながら正の相関を

示すようになり、都市部においても一般的によく指摘される保守化があらわれているようにみえる(表19、グ

ラフ17)。96年の例ではダブル選挙で投票率が上昇したにもかかわらず得票率は低下しており、80年代にみら

れた傾向が変わりつつあるようにみえるが、基本的にはまだ80年代の傾向を保持しているといえよう。

■都市型選挙の可能性

県内で最も都市化が進んでいると思われる富山市や高岡市においても、いわゆる都市型の選挙が行われる十

分な条件はまだないかもしれない。投票率は相対的に低く、保守系候補者への支持の程度は相対的に高くはな

いが、明確な党派的支持を持たないと考えられる有権者が都市型の役割を果たしているとまでは言えないよう

である。最も都市的な富山市においても、当選者の絶対得票率は少なくとも近年に至るまでは投票率の変動の

影響をあまり受けていない。特に80年代以降は保守系候補者が安定した支持を獲得してきたようにみえるが、

この時期に保守の支持基盤の強化が行われてきたのかもしれない。
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表１　有権者数の変化

表２　有権者数の増加率（前回比）

グラフ１
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表３　市郡別投票率の変遷

グラフ２　上が投票率、下が有権者の増加率 グラフ３　上が投票率、下が有権者の増加率

表２－２
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表３－２　降順順位

表４ グラフ４表４－２

年別最高最低投票率の差

表５ グラフ５
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表６　候補者別相対得票率（市都別）
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表７　当選者の相対得票率

表８　共産党系候補者の相対得票率
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表９　当選者の絶対得票率

表10 共産党系候補者の絶対得票率

表11 相対得票率（県計）

グラフ６　当選者の相対得票率

グラフ８

表12 当選者（富山市）

グラフ７　共産党系候補者の相対得票率
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グラフ９

表13 当選者（高岡市）

グラフ10

表14 共産党系候補者（富山市）

グラフ11

表15 共産党系候補者（高岡市）

グラフ12

表16

グラフ13 グラフ14
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表17 グラフ15

表18 グラフ16

表19 当選者の相対得票率と投票率

グラフ17 上が投票率、下が得票率


